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１ 業務の概要 

（１）業務名 
  新湊庁舎跡地利用支援業務 

（２）目 的 
   新湊庁舎跡地を有効活用するに当たり、その整備手法として、民間活力の導入可能性を検討

するとともに、事業の基本プランを構築することを目的とする。 
（３）業務の内容 
   別紙「新湊庁舎跡地利用支援業務 業務仕様書」参照 
（４）委託期間 
   平成２８年８月上旬から平成２９年３月下旬を予定 
 
２ 見積限度額 

   ９，７２０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とする。 
 
３ 優先交渉事業者の選定方法 

  公募型プロポーザル方式により選定する。 
 
４ 応募者の資格要件 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること 
（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立

てがなされていない者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法の

規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生計画の認可が決定された

者又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）であること。 
（３）会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６４４条の規定に基づく清算の

開始又は破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定に基づく破産

手続開始の申立てがなされていない者であること。 
（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第１項

第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行うものでないこと。 
（５）参加表明書を提出する時点において、射水市競争入札参加資格者名簿の業種区分「委託」

に登載されている者であること。 
（６）富山県又は射水市からの指名停止期間中の者でないこと。 
 
５ 募集要項の内容についての質問の受付及び回答 

 （１）質問の受付 
   期限 平成２８年７月１日（金）１７時まで 
   受付場所 問い合わせ先に同じ 
   方法 持参、ファックス又は電子メール（様式任意） 
      ※送付後、電話で送達確認を行うこと。 
 （２）質問の回答について 
   期日 平成２８年７月８日（金） 
  回答方法 
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  ・回答は、ホームページで掲載する。 
  ・質問に対する回答は、仕様書等の追加または修正とみなす。 
 
６ 参加表明書の作成要項 

 （１）提出書類 
   ①参加表明書 １部（様式１） 

 （添付書類） 
   ａ 会社概要 １部（様式任意） 
    ｂ 業務実績 １部（様式任意） 
   ｃ ＰＰＰ事業に関する主な業務実績 １部（様式任意） 

  ・平成１７年度以降の導入可能性調査の実績 
 （年度、業務名、発注者、請負額、検討結果等） 

  ・平成１７年度以降のアドバイザリー業務の実績 
 （年度、業務名、発注者、請負額、事業スキーム等） 

   ・平成１７年度以降の類似業務の実績（年度、業務名、類似点等） 
 ※北陸地区の実績については、平成１７年以前であっても記載すること。 
 ※業務の一部を別会社に委託あるいは協力を受ける場合は、その別会社を合わせて

記載すること。 
 

７ 企画提案書の作成要領 

 （１）提出書類 
    ①企画提案書 各１０部 
    「業務仕様書」を踏まえ、以下の項目について記載すること。 

 ａ  実施体制（Ａ４縦１枚） 
 人員構成（担当部署、責任者、予定担当者人数、経歴、関連業務実績等） 
 ※業務の一部を別会社に委託あるいは協力を受ける場合は、その別会社を合わせて記

載すること。 
 ｂ  提案事項 
  ・新湊庁舎跡地利用支援業務への取組方針 

 本業務における取組方針、着眼点とアピールポイント（Ａ４縦２枚以内） 
  ・地域住民ニーズ、地域経済の課題等を踏まえた導入機能の考え方（Ａ４縦２枚以内） 

地域住民、地域経済との対話、意見集約についての考え方、それらを踏まえた導

入機能の検討の在り方 
  ・マーケットサウンディングを実施する際の考え方 

庁舎跡地の民間活力を伴う利活用に対する考え方、マーケットサウンディング実

施に当たっての考え方など（Ａ４縦２枚以内） 
・事業スキーム検討、民活導入可能性の総合評価の考え方（Ａ４縦２枚以内） 

 ｃ  実施スケジュール（Ａ４縦２枚以内） 
※企画提案書は、各提案事項で示した枚数の範囲内とする。 

   ※参加者は、１つの提案しか行うことができない。 
   ※提出期限以降の企画提案書の差し替えまたは再提出は認めない。 

 ※提出書類の文字サイズは１０ポイント以上とし、会社名、ロゴマーク等、作成者が誰で
あるかがわかる表示は一切しないこと。 
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   ②見積書 １部 
    見積もりの総額及び内訳について作成し、代表者印を押印すること。 
 （様式任意とする。消費税及び地方消費税を含めること。） 
 （２）提出期間等 
   ①参加表明書  平成２８年７月８日（金）～ ７月１３日（水） 
   ②企画提案書及び見積書  平成２８年７月２１日（木）～７月２２日（金） 
    ・提出先  問い合わせ先に同じ 
   ・提出方法 持参または郵送（消印有効） 
 （３）その他 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によるも

のとする。 
 
８ プレゼンテーション、ヒアリングの実施 

提案者は、７月下旬（予定）に開催する選定委員会においてプレゼンテーション、ヒアリン

グを実施するものとする。ただし、選定委員会が本プロポーザルに参加を表明した者が多数で

あると認める場合は、提出された書類による第１次審査を行い、予めプレゼンテーション、ヒ

アリングを求める者を選定した上で行うことがある。 
なお、詳細については別途通知する。 

 
９ 審査要項 

 （１）（２）に定める評価基準に基づき、選定委員会が、提出された提案書及びプレゼンテーシ

ョン、ヒアリングの結果に基づき審査し、最も優れた提案を行った者と次点の者を決定する。 
 （２）評価基準 

審査項目 配点 
ＰＰＰに関する主な業務実績 １０ 
本業務に関する実施体制 １０ 

提案事項 
・新湊庁舎跡地利用支援業務への取組方針 
・住民ニーズ、地域経済の課題等を踏まえた導入機能の考え方 
・マーケットサウンディング実施の考え方 
・事業スキーム検討、民活導入可能性の総合評価の考え方 

５０ 

プレゼンテーション、ヒアリング 
・提案事項の具体性、論理性、説得力 
・課題に対する対応力、推察力、柔軟性 

２０ 

見積価格 １０ 
 
１０ 審査結果の通知 

 審査結果については、提案者それぞれに文書で通知する。 
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１１ 日 程 

 平成２８年６月２７日  募集要項公表 
 平成２８年６月２７日 ～ ７月１日  質疑事項提出期間 
 平成２８年７月８日  質疑事項に対する回答（ホームページ） 
 平成２８年７月８日 ～ ７月１３日  参加表明書提出期間（様式１） 
 平成２８年７月２１日～ ７月２２日  企画提案書及び見積書提出期間 
 平成２８年７月下旬  選定委員会開催（プレゼンテーション、ヒアリング） 
 平成２８年７月下旬  優先交渉事業者決定 
 
１２ 契約の締結 

 射水市は、選定委員会が最も優れた提案を行った者であると決定した者（優先交渉事業者）と

委託契約の締結交渉を行い、別途定める見積限度額の範囲内で契約を締結する。ただし、その者

が地方自治法施行令第１６７条の４の規定のいずれかに該当することとなった場合、契約の締結

を行わないことがある。 
 また、優先交渉事業者と協議が整わない場合にあっては、次点者と協議の上、契約を締結する

場合がある。 
 なお、契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出すること。 

 
１３ 担当課・問い合わせ先 

 〒939-0393 射水市戸破１５１１番地 
 射水市役所小杉庁舎３階 政策推進課庁舎整備班 
  ＴＥＬ ０７６６－５７－１６２３ 
  ＦＡＸ ０７６６－５６－１５２４ 
  E-mail seisaku@city.imizu.lg.jp 
 
１４ その他の留意事項 

（１）提案書の作成、プレゼンテーション、ヒアリング等に要する経費及び提出に関する費用は、

提出者の負担とする。 
（２）提出された企画提案については、提案を行った者に無断で使用しないものとする。 
（３）提案書等の審査を行う際、必要な範囲において参加を表明した者に通知することなく複製を

作成することがある。 
（４）提出された申込書、提案書等は返却しない。また、必要に応じて補足資料を求める場合があ

る。 
（５）失格事項 
次のいずれかに該当する者が行った提案は、失格となることがある。 
ア．本募集要項に適合しない書類を作成し、提出した者 
イ．記載すべき事項の全部又は一部を記載せず、または書類に虚偽の記載をし、これを提出し

た者 
ウ．期限後に提案書を提出した者 

 
１５ 今後の取り扱い 

今後、この調査結果を参考として射水市が民間活力の導入を判断した場合にあっても、本業

務の受託者と以降のアドバイザリー契約を行うとは限らない。  

mailto:seisaku@city.imizu.lg.jp
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（様式１） 
 

新湊庁舎跡地利用支援業務 公募型プロポーザル 

参 加 表 明 書 
 

平成２８年  月  日 
 
 
 射水市長 夏野 元志 様 
 
 
標記業務のプロポーザルに参加したいので、関係資料を提出します。 
なお、本公募型プロポーザルの参加資格を全て満たしていることを誓約します。 

 
 

所在地 〒 
 

事業者名 
 

代表者 
職・氏名    ㊞ 

担当部局 
 

連絡担当者 
 

TEL 
 

FAX 
 

e-mail 
 

 
（添付書類） 
  ・会社概要 １部 
  ・業務実績 １部 
  ・ＰＰＰ事業に関する主な業務実績 １部 
 


